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I T の力を食品業の力に

Vol.20

食品ITマガジンとは？
食品ITマガジンは内田洋行が発行

する食品業界のIT導入事例や、食に

関するお役立ち情報、最新の業界動

向などを紹介する情報誌です。

今後も各分野で活躍する皆様にご

協力いただきながら、様々な情報を

発信して参ります。

Vol.20は、「データで見る食品業界

の動向」として株式会社日本食糧新

聞社 取締役副社長の 平山 勝己 氏

より執筆いただきました。

中小食品メーカーのマーケティング戦略
第16回「食」による地域のブランドづくり

静岡県立大学 経営情報学部 教授
岩崎 邦彦 氏
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特 集

1 データで見る食品業界の全体像

（1）日本食糧新聞社が業界の現状を解説 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

日本食糧新聞は1943年に創刊し、昨年で80周年を迎え

ました。農林水産省の機関紙として出発をしています。1946

年には農林水産省の機関紙から独立し、一般紙として登録

されました。その後、日本食糧新聞だけではなく、様々な媒

体、あるいは経営者や幹部向けの勉強会、フォーラム、展示

会事業を展開しています。

当社は長年にわたり食品業界を俯瞰してきました。業界

が抱えている課題を一旦整理し、2024年および2025年に

向けて、どのようにしてこの難局を乗り越えられるのか、デー

タに基いてお話してまいります。

こちらがデータで見る食品業界の全体像です。食品製造

業の生産額は36.5兆円です。関連流通業が35.4兆円で、卸

や小売り等が含まれます。もう一つ大きいのが外食産業で、

19.1兆円を占めています。農林漁業は12.4兆円となってい

ます。2021年の農業・食糧関連産業の国内生産額は108.5

兆円であり、農林漁業は全産業の11.4％を占めています。

（2）2024年に山積する課題 ■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

食品業界では、製・配・販が一体となってサプライチェーン

を構築しています。製は製造、配は卸、販は小売りなどを指し

 プロフィール 日本大学藝術学部（大学院）卒業、プロモーター、広告代理店勤務を経て1999年 日本食糧新

聞社入社、2016年 同社取締役副社長 現在に至る。 現在、ビジネスサポート部門の統括として、自社主催によ

り東京・名古屋・大阪で開催する中食・外食業界に向けた業務用総合見本市「FABEX」や、農林水産省や地方自

治体、金融機関等が主催する商談会・イベントのプロデュースを年間約30本以上行なっている。

 事業概要 日本食糧新聞、日食外食レストラン新聞、百菜元気新聞、月刊食品工場長、食品新製

品トレンドなどの定期刊行物（電子版含む）をはじめ各種出版物の発行、展示会事業、会員事業お

よび各種セミナー・研究会・研修会の開催やふれあいビジネス（料理講習会・クッキングサポート・

食育指導・企業育成）などを行っています。

 日本食糧新聞 電子版  https://news.nissyoku.co.jp/

本稿は、2024年に開催された
オンラインセミナーの講演内
容を元に構成しています。

デ
ー
タ
で
見
る

食
品
業
界
の
動
向

1 データで見る食品業界の全体像
2 日本の食文化に見られる変化
3 食品のヒット商品の傾向

4 避けては通れない値上げの問題
5 食品卸業界の新しい動き

〈 執筆者 〉

株式会社日本食糧新聞社 取締役副社長　平山 勝己 氏

日本食糧新聞社 社章

▲
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ます。近年、この製・配・販に関する課題が増えています。身

近なところでは、2024年4月からドライバーの労働時間が制

限される「2024年問題」。輸送業界の人手不足は深刻です。

自動運転のトラックを用意する、共同配送システムをつくるな

ど、一気にDXを進めていかないと対処できません。

特に深刻なのは農林漁業における課題です。2021年の

農林漁業生産高は12.4兆円ですが、1980年には15.5兆円

ありました。最盛期より25%ほど落ちています。要因は人手

不足です。現在、農林漁業に従事されている方の平均年齢

は68歳と言われています。ご存知のとおり農業も圃場集約

が始まったり、ドローンを使って圃場管理をしたり、人手が

かかる部分はDX化を図っています。

2 日本の食文化に見られる変化

（1）外食産業の復活はインバウンドが起爆剤 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

続いて、外食産業の市場規模を見てみましょう。食品製

造、卸、小売りは年々わずかに増加傾向にあります。しかし、

コロナ禍で非常に打撃を受けました。巣ごもり需要の内食や

テイクアウトの中食といった一部の分野では、この中におい

ても需要がありましたが、2020年は外食産業全体で前年比

24.5%も落ち込みました。

2021年には多少持ち直し、2023年からはインバウンドの

需要も非常に大きくなったため、かなり持ち直してきました。

統計によりますと2023年の1年間だけで約2,300万人もの

外国人観光客が日本に入っています。

2019年に比べると観光客の伸びはまだまだですが、外食

店もかなり値上げを行っています。値上げの影響で買い物

客の支払う単価が上昇し、完全に持ち直している状態です。

旅行の消費額が全体で5兆3,000億、そのうち飲食費が占

める割合が22.6%で、1兆2,000億円。これほどの貢献が

あったことを示しています。2024年には昨年の観光客数

2,500万人を超えて、3,000万人を突破すると見られていま

す。外食産業はかなり持ち直してくるでしょう。

（2）パンの消費量が伸びるも値上げは避けられない

続いて、食品のジャンル別で近年の動きを見てみましょ

う。お米の年間支出額は落ちていますが、パック米やおか

ゆ、冷凍できるものの消費は伸びています。一方で、パンの

消費がお米の消費を上回っています。お米の消費が減るこ

とは農業生産者にとって打撃です。農林水産省をはじめ、米

の消費拡大を何とか戻そうと取り組んでいます。

パンを作るための小麦は日本ではなかなか自給できませ

ん。小麦の自給率は13%で、残り87%は輸入に頼っていま

す。ウクライナへロシアが侵攻し小麦価格は高騰。日本に

入ってきづらくなっています。世界的な気候変動などによ

り、世界的に小麦の作付けが落ち込み、厳しい状況もありま

す。山崎製パンは昨年、3段階4段階にわたって値上げを行

いました。人手不足の問題、輸送の問題など、値上げ材料が

たくさんある状況が続いています。

（3）冷凍食品と中食の市場は堅調に拡大 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

続いて冷凍食品です。現在、コンビニではドライバーの問

題もあり、1日3回の配送を2回に減らすなどの対策を取って

います。その主軸を担うのが冷凍食品です。ドライバー問題

や食品廃棄ロスの問題が大きく取り上げられ、冷凍食品の

ニーズが非常に高まっています。冷凍食品の市場規模は

2023年時点で1兆2724億円でした。数年前から年間5%ず

つ冷凍食品の市場は伸びています。

中食市場も非常に伸びており、1世帯当たりの年間支出

金額も年々伸びてきています。夫婦ともに働いている世帯で

は、料理を作る時間が限られています。中食に対する需要は

堅調に推移しており、市場規模は10兆円を超えています。

外食市場が19兆円ぐらいですから、中食市場がいかに大き

くなったかわかると思います。
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2002年のデータでは市場規模6兆8,560億でした。約20

年間で40%近い伸びを示しています。中食を販売するスー

パー、コンビニ、デパ地下、これらお惣菜お弁当の売り場を

拡充しています。

テイクアウトも堅調に推移しています。宅配、キッチンカー

なども増えているため、中食市場が伸びる要素はたくさんあ

ります。清涼飲料も伸びていますが、問題はビールです。若

い方々があまりビールを飲まなくなり、一番飲んでいる世代

が50代60代になりました。高齢化に伴いビール離れは続く

と考えています。

3  �食品のヒット商品の傾向

（1）ブランド力に健康や機能性を掛け合わせる ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

日本食糧新聞は40年に渡り、食品ヒット大賞という表彰

事業を行っています。2023年の第42回食品ヒット大賞に

は、モニター企業から1,600件の推薦がありました。2023年

はヒット大賞が生まれませんでしたが、優秀ヒット賞が各部

門別に授与されましたのでご紹介します。

香りで差別化した「アサヒ颯」、本格四川風の「『Cook　

Do」〈極（プレミアム）麻辣（マーラー）麻婆豆腐用〉』、S&B

の100年の集大成となるカレールウ「S&B　赤缶カレーパ

ウダールウ中辛」、免疫ケアという潜在需要を創出したキリ

ンビバレッジの「キリン　おいしい免疫ケアシリーズ」などが

あります。

優秀ヒット賞の今年の傾向を見てみると、これまで培って

きたブランド力の付加価値として、「健康や機能性を訴求し

たもの」「時短・簡便性を追求したもの」「人気外食店と提携

し再現性、質感を追求したもの」「爆盛りなどのお値打ち感

を出したもの」「TVCMやTikTokなどのSNSへの訴求に成

功したもの」などがあります。

続いてロングセラー賞を見てみます。たとえば、「昭和天ぷ

ら粉」は65年の歴史があります。「カントリーマアム」も発売

から約40年経っています。それから山崎製パンの「ランチ

パック」も40年経過しています。「ポッカレモン」はなんと67

年もの長い歴史を持っています。「氷結」も24年経ちました。

全体的な傾向として、定番ロングセラー商品をリニューア

ルしたり、減塩タイプを追加するなど、自社が一番誇る商品

のリニューアルやリブランド化が、消費者の安心感を掴む一

因となっています。

前提としてもちろん美味しくなければダメです。あるいは

今の流行りの健康志向や即食性、あるいは廃棄ロス軽減を

考慮した持続可能な商品などが話題になりやすいと思いま

す。一方で、あらゆる世代からまんべんなく支持される商品

は、今後は生まれにくいのかもしれないと考えています。

では、近年のヒット商品はどのようにブレイクしたのかを分

析してみましょう。2021年の第40回優秀ヒット賞にヤクルト

1000が選ばれましたが、大ヒット大賞を得てもおかしくない

程の人気がありました。ここで我々が分析したヒットする要

因は、美味しさやSNSでの拡散力、そしてブランド力です。中

小企業のメーカーも、自社が一番推す商品をリブランド化し

たり、思い込みや常識を捨てて、新しい価値を付加したりす

ることもヒット商品を生む要素かなと思います。

成功例をひとつご紹介しましょう。ニチレイフーズの「冷や

し中華」は、氷がマイクロ波の影響を受けにくいことに気づ

き、麺と具材の温度や品質を維持する技術をプラスして、冷

凍食品でもおいしい冷やし中華が食べられるという商品で

す。これまで冷凍食品は長期保存や簡便性で選ばれてきま

したが、現在では美味しさでも選ばれるものになっています。

（2）業務用加工食品は人手不足の解消にも貢献 ■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

続いて業務用商品の傾向を見ていきます。我々日本食糧

新聞では、その年の業務用加工食品のヒット賞も選考して

います。業務用商品とは外食産業向けの商品です。特に

チェーン店・外食チェーン店などが、ゼロから料理をつくる

のではなく、キユーピー、S＆B、キッコーマンなどが作る業務

用商材などを使って効率化しています。

外食業界は人手不足に直面しており、業務用商材をうま

く活用して対策しています。これら業務用加工食品のヒット

の傾向を見ると、負荷軽減と簡便性、負荷価値の向上、高級

感による単価の向上などが挙げられます。ワンタッチで手軽

に使える、一流料理店と変わらない味を再現できる、などの

特徴があります。
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4 �避けては通れない値上げの問題

（1）2023年の値上げは12万8000件超 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

今年（2024年）1月に入って、味の素から値上げが発表さ

れました。「値上げしても謝らない」という発言が話題になり

ました。値上げにはそれなりの理由もありますし、付加価値

を上げて消費者の理解を得る方法に変えていかないと、い

つまで経っても日本は失われた30年から脱却できません。

物価も給料も上がらない負のスパイラルに落ち込んだ30年

を払拭するには今がいい機会だと思います。

味の素の冷凍餃子は爆発的に売れています。東南アジア

やヨーロッパではほぼ1000円ですが、日本では300円程度

で買えるのではないでしょうか。日本の物価が上がっている

といっても、世界水準から見ると、日本のラーメンが700円、

800円くらいで食べられるのに対して、タイのバンコクでさえ

2000円です。企業努力で値上げをせずに頑張ってきたので

すが、世界から取り残されているということです。

なお、昨年国分が商品マスター改定実績を開示したのに

合わせて、日本食糧新聞でも「食品・酒類の値上げが12万

8000件を超えた」と報じました。

5 �食品卸業界の新しい動き

（1）食品卸大手3社の取り組み紹介 ■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

最後に製・配・販の配にあたる卸の動きを見ていきましょ

う。食品のサプライチェーンの中で最も重要な役割を果たす

のが卸です。日本アクセスの「情報卸」や三菱食品が取り組

む「DD（データ×デジタル）マーケティング」など、デジタル

活用型の需要創出戦略が拡大傾向にあります。

物流問題も非常に大きいです。ドライバーの時間外労働

上限規制（960時間）が4月1日からスタートし、ドライバー

不足が深刻化しています。配送能力低下による市場損失規

模も発表されています。さまざまな業態と絡みながら共同配

送のシステムを構築したり、DXを進めたりしているところで

す。競合や異業種とも協業を加速していかなければならな

い状況に来ています。

この先、値上げは一段落する見込みですが、店頭価格が

上がることで、景気回復が足踏み状態となり、価値創出が急

務とされています。サプライチェーンの持続性確保に向けた

適正取引は史上命題であり、卸の価値創出の取り組みに期

待がかかっています。

今年の卸の動きということで、日本アクセスに伺った内容

を紹介します。変革と挑戦を実行し、リーディングカンパ

ニーの地位を確立するため、マーケットインの発想に基づく

競争優位戦略、EC事業や情報卸、海外展開、サスティナビ

リティへの取り組みなどを進めています。三菱食品も同様で

す。新たな価値の指標や事業モデルの変革、物流・配送シス

テムの改善、マーケティング戦略最適化などに取り組んでい

ます。国分は、膨大な取引先を持つ当グループの営業現場

で、縦軸ではなく横軸でのマーケティングを進めるという話

をしています。

ここまで話してきた通り、製・配・販のそれぞれに課題が山

積みです。コロナ禍の激変期を超え、原料高あるいは資源高

によって電気代の高騰は続くと考えられます。円安はだいぶ

落ち着いてくるかもしれませんが、輸入をする側からすると

非常に痛手です。国内の物流コストも高騰しています。物流

2024年問題に直面し、慢性的に続く人手不足とも向き合わ

なくてはなりません。

今は小学生全員にノートパソコンが支給されている時代

です。彼らはITに抵抗感もなく、従来の2人分の仕事を1人

でできる時代が来るでしょう。これまで我々紙ベースで行っ

ていたことが全てデジタルで置き換わると、人手不足解消の

きっかけになるかもしれません。製造・配送・販売、そして忘

れてはならない農林水産業のみなさんが、いかに人手をか

けずに乗り切るかが課題になると我々は考えています。

データで見る食品業界の動向特 集
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Case Study 01

主な事業とコロナ前後の動向
株式会社松宮様（以下「松宮様」）は愛媛

県松山市を本拠地とし、全国各地の製造

メーカー等から仕入れた食材を県内の給

食、外食、総菜事業者や製造業者に販売し

ている総合食品卸会社です。売上の約7割

を学校・病院・老人ホーム等の給食が占めて

います。

コロナ禍には学校給食の売上がゼロ、

外食事業者への売上も激減し苦戦を強い

られました。幸い病院給食の手堅い需要に

よって、1人の解雇者も出すことなく事業を

継続しています。一方、ロシア・ウクライナ戦

争の影響で食材価格が高騰。この影響は今

も続いています。

松宮様がスーパーカクテルを導入した

のは2015年。ひと月に約5,000アイテム、

季節商品も合わせると約1万アイテムの

入出庫、在庫、売掛・買掛、賞味期限管理を

行っています。従来は、オフコンをベースに

手組したシステムを活用していました。当

時の社長の橘幹太様（現取締役会長）の、

「儲かっているかどうかがひと目でわかる

日次報告書を1票で出してほしい」との依

頼を受け、常務取締役の山本良一様はプ

ログラムを組んで毎日対応していました

が、「スーパーカクテルを導入したおかげ

でこの作業から解放されました」と、スー

パーカクテル導入の経緯を語ってください	

ました。

　導入の背景　

現場ファーストのシステムを
手組で開発
山本様は1990年代の終わりに日用雑貨

の卸問屋から縁あって松宮様に転職して

きました。その時、松宮様の倉庫に1億円分

の在庫があるのを見てこう言ったそうです。

「私ならコンピュータを使ってこの在庫を

3,000万円分までに抑えられますよ」と。「前

職では大企業や外資系企業との取引が多

く、プラネット（日本初のVANサービス）を

使って先進的な管理を行っていました。当

社と同程度の年商の会社が最先端の管理

によって優れた業績を上げていたことは、

前社長も気になっていたようです」。そこで

山本様がシステム担当として引き抜かれた

のです。

山本様は、新しいシステムを構築するに

あたり、「良いシステムを作るためには現場

を理解したい。全部署を回らせてほしい」と

社長に進言。実際に各部署を訪ね「この作

業はコンピュータを使うともっと楽になる

よ」と提案して回りました。倉庫では「ロケー

ション管理って何？」という現場の人に、「電

車でも自由席より指定席のほうが安心で

しょう。在庫も置き場が決まっていれば、あ

なたが休んでもどこに何があるか誰にで

もわかってみんなが助かりますよ」と、一つ

ひとつ説明をして理解を得ていったそうで

す。ひととおり現場の実態を把握すると、今

後の松宮様の青写真として、業務システム

のフローチャートを完成。優先順位を決め

てシステム化を進めていきました。

　導入の経緯　

リプレースを機にシステム
担当者への負担集中を解消
プログラムの微修正や新しい機能の追

加等は山本様がすべて担当。それと同時に

営業活動やメーカーとの交渉、顧客対応等

も行っていたため山本様に負担が集中。そ

んな時に、システムのリプレースの話が持

ち上がりました。システム会社数社でコンペ

を行いましたが、「これからはオフコンの時

代ではない。誰でも使えるシステムでなけ

ればと、パッケージソフトの導入を検討しま

した」と山本様。食品業界で広く使われてい

るスーパーカクテルが候補に挙がり、「先に

導入している同業他社を視察し、スーパー

カクテルなら私がやりたいと思っていること

がほぼ実現できるのではないかと確信しま

した」。

会社名	 株式会社松宮
事業内容	 給食用食品、外食用食品、加工食品用食材、惣菜、
                     病院介護用食品等の卸売
代表者	 代表取締役社長　橘 丈太郎 様
設立	 昭和38年（1963年）
資本金	 1,000万円
従業員数	 53名（男性36名 女性17名）令和5年1月1日現在
所在地	 �〒791-8018　愛媛県松山市問屋町6番26号
URL	 http://kk-matsumiya.com

お客様概要導入のメリット

■ １万アイテムの在庫管理を効率化
■ 賞味期限管理で食の安全を確保
■ 経営判断に必要な資料の作成が容易に
■ あいまい検索で業務が効率化
■ 他のアプリケーションと柔軟に連携し、
　 より業務を効率化

スーパーカクテル

導入システム

スーパーカクテル導入で
在庫管理を効率化
賞味期限管理で食の安全も確保

株式会社松宮 様
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　導入効果　

リアルタイムで業績確認。
トレーサビリティの確保も
スーパーカクテルを導入して、一番便

利になったと感じたのは、「Windows上

で稼働でき、あいまい検索ができること。

お客様から商品について問い合わせが

あった時に、電話口ですぐ検索できて『○

○は現在○個あり、賞味期限が○年○月

○日までのものが、○個あります』と即座

に答えられるのは大変便利ですし、会社

の信用にもつながります。

また、他のシステムと柔軟に連携で

きる点も非常に良いですね。たとえば、

REPOPA（レポパ）と連携して、売上など

必要なデータがすぐ取り出せたり、ボイ

スピッキングシステムを導入して、入荷

データをスーパーカクテルに音声で入力

するなどしています」（山本様）。

ボイスピッキングシステムは、本来は

出庫用のアプリケーションですが入庫用

にカスタマイズし、JANコード（商品名を

確定）、入庫数、賞味期限を読み上げるだ

けで登録が完了する仕組みです。

実際にスーパーカクテルを日々活用し

ている総務部サブリーダーの藤原三紀様

は、「スーパーカクテル導入によって、日

計表がその日の夕方には出せるようにな

りました。月単位、期単位の実績もいつで

も確認でき、前年との比較も誰でも簡単

にできるようになりました」と評価してい

ます。また、「システムに関して不明点が

ある場合は、内田洋行にメールや電話で

連絡するのですが、すぐに対応してくれ	

ますし、わかりやすく説明してくれるので

大変助かっています」とのこと。

「システム専属の人間を社内に置かな

くて良いことも、パッケージソフトの利点

ですね」と山本様。

　苦労したこと 

賞味期限管理は
メーカーの協力が不可欠	
「スーパーカクテルには賞味期限の管

理機能もありますが、導入前に視察した

企業で賞味期限管理を使用している会社

はありませんでした。しかし、1999年に岡

山で起きた学校給食におけるO-157食中

毒事件以来、当社にとっては必須の課題

でした。学校に対し、納品書のほかに検収

簿の提出が義務化され、そこには賞味期

限を記入する必要がありました」。

そのためには、メーカーに協力しても

らい、入庫時に仕入れ日時を記入しても

らう必要がありましたが、賛同してくれる

メーカーがなかなかいませんでした。「物

流会社が管理している」と言われることも

ありましたが、その物流メーカーでは入

荷管理が行われておらず、先入れ先出し

のルールも徹底されていないことがあり

ました。山本様は、ファイネット（酒類・加

工食品業界のVANサービス）加盟企業

を中心に説得して回り、少しずつ意識を

変えていったそうです。「入口さえ明確に

なれば、あとは入庫から出庫まで社内の

システムで管理できる。倉庫の人たちには

『作業が増える』と言われましたが、『冷

蔵庫の卵の賞味期限を確認するのと同じ

ことだ』と説明して理解を得ました」。

現在はスーパーカクテルで賞味期限の

管理を行い、トレーサビリティも確保して

いるそうです。

　導入前の留意点　

全体像を描くこと、
現場に寄り添うことが大事
これから導入を検討するなら、「最初

に、自社の業務をどのようにしたいのか、

全体像をしっかり描くことが大事」と山本

様。「パッケージソフトを導入する場合は、

業務をパッケージに合わせるよりも、現場

の声を聞きながら必要に応じてカスタマ

イズをし、現場に寄りそったシステムにし

たほうがいい。その方が、現場の方が使っ

てくれるシステムになります。皆さんが使

いやすいようにカスタマイズしましたよと

いうアピールが大切だと思います。

カスタマイズには費用がかかりますが、

業務システムは毎日使うものです。１つの

項目を増やすことで現場の作業が楽にな

るのなら、費用対効果は大変大きいので

はないでしょうか」（同）

システム概要

買掛管理業務

買掛

支払

債務管理

購買管理業務

発注

原料・資材
発注計画

入荷

仕入

売掛管理業務

売掛

請求

回収

債権管理
債権個別管理

見積

受注

引当

出荷

出荷売上

販売管理業務

在庫管理業務

製品在庫 原料在庫 ピッキング

入庫 出庫 棚卸

内部統制

権限設定 ID/ﾊﾟｽﾜｰﾄ゙ 管理

伝票修正履歴管理 伝票検索

出荷検品システム

スマートラベル発行
プリンター

出荷データ

実入庫データ

入荷予定データ

入荷された商品の
数量や賞味期限を
登録

（左）常務取締役 山本 良一氏、（中央）取締役会長 橘 幹太氏
（右）総務部サブリーダー 藤原 三紀氏
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カネス製麺様は1907年に創業し、兵
庫県手延素麺協同組合の生産組合員工
場の一員として、手延そうめん「揖保乃
糸」を製造しています。また、同組合の特
約店としてギフトを中心とした「揖保乃
糸」製品を販売。そば・うどんを含めた多
彩な機械乾麺の製造・販売も手がけてお
り、国家資格の「手延べそうめん製造技
能士」を擁し、たゆまぬ技術研鑽で播州
の麺文化を脈 と々継承しています。

2023年の全国そうめん鑑評会では、
「国産原料だけを使用した全粒粉入りそ
うめん」が入賞するなど、自社ブランド製
品も高い評価を得ています。

同社では、Accessをベースにしたシス
テムを長年利用してきましたが、業務効
率化を目的に内田洋行ITソリューション
ズ（以下ITS）の統合システム「スーパー
カクテル（スパカク）」を2023年6月に導
入しました。

　導入の背景
Accessベースの旧システムが 
レガシー化し、業務の属人化も　 
豊富な導入実績を誇るスパカクに
信頼度の高さを感じた

カネス製 麺 様は長 年 、M i c ro s o f t 
Accessベースでスクラッチ開発した業務
システムを使用していました。しかし、そ
のシステムをうまく活用しきれていない
部分があったと、取締役管理部長の堀内
利員氏は振り返ります。
「受注にしても、従来はどちらかという

とFAXが中心。紙や口頭ベースの業務が
多く、部署間での情報連携に手間や時間
がかかり、業務の属人化も起こっていま
した。また、長い年月をかけて機能や情報
を少しずつ追加してきたので、そのデー
タ量は膨大。使わなくなった機能がその
まま残されるなど、使いづらいシステム
になっていました。また、消費税率の改定
など、法改正のたびに法令の内容を調べ
てシステム改修を行わなければならない
点もネックでした。

20年以上利用してきた古いシステム
だったこともあり、この際、時代に合った
パッケージシステムを導入しようと考え
たのです。

新システムで業務効率化を推進するた
め、2018年ごろから各社製品の調査を
スタート。堀内氏は当初から、食品業界で
多数の導入実績を誇るスーパーカクテル
に魅力を感じていたといいます。

「実績と信頼度の高さは大きかったで
すね。ただ、私たちのような小規模な企業
がスーパーカクテルを導入するのは、少し
高みを行ってるのかなという思いもありま
した。でも、やっぱり必要なものは必要。営
業の方もそうですし、ITSの対応が良かっ
たですから、2021年の暮れに導入を決断
しました」

　導入の成果
本稼働後に社員にヒアリングを行
い、必要な機能を追加
ITS担当者の親身で柔軟な対応が
心強かった

スーパーカクテルと並行して、EDIや通
販システムを導入した同社。それらと連動
させるためのカスタマイズを行い、2023
年6月に本稼働に至りました。      
「まずはスーパーカクテルの標準機能

をきちんと使おうと考えていました。機能
をよく理解しないままカスタマイズをし
て、『これはやっぱり必要なかった』とな
るのは避けたかったのです。ITSに相談
しながら、EDIや他システムとの連携や、
レイアウトの軽微な変更など、カスタマイ
ズは最小限にしました」（堀内氏）

同社は導入から3か月が経った秋か
ら、実際にスーパーカクテルを使った社
員へのヒアリングを行いました。業務効
率化のために必要な機能を整理し、ITS
にカスタマイズを依頼。翌2024年春に更
新が完了しました。

会社名	 カネス製麺株式会社
事業内容	 �乾麺の製造・販売「揖保乃糸」など
代表者	 内山 修明 様
資本金	 5,000万円
所在地	 �〒679-4315 兵庫県たつの市新宮町井野原212-4
URL	 https://www.kanesuseimen.co.jp/

お客様概要導入のメリット

■ 入力や伝票作成にかかる工数を約30％削減
■ �生産管理や在庫管理も効率化
■ 欲しいデータを簡単に出力し、資料作成が

スムーズに

スーパーカクテルCore FOODs 販売、生産
SCのほか、通販天国（現・fun order）をご導入されています

導入システム

カネス製麺株式会社 様

約30％の業務削減に成功
データ活用も円滑になり、
効率化が多面的に進展

カネス製麺様 工場外観 カネス製麺様 倉庫

手延そうめん「揖保乃糸」など乾麺各種 
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「稼働開始の際にはITSの担当者が何
日もつきっきりでサポートしてくれて、と
ても心強かったですね。段階的なカスタ
マイズにも柔軟に対応してくれたのは助
かりました」（堀内氏）。

入力や伝票作成にかかる工数を約
30％削減　生産管理や在庫管理
も効率化が進んでいる

スーパーカクテル導入から約1年が経
過した同社では、業務効率化が進展。とく
に受発注業務においては、入力や伝票作
成などの作業にかかる工数が大幅に削
減されたといいます。「今までは、FAXで
注文を受けて、出荷当日になるとシステ
ムに入力し売上伝票を作成・発行―とい
う流れでした。とくに夏の繁忙期は、大量
の入力や伝票作成をマンパワーをかけて
毎日行わなければならず、大きな負担が
かかっていました。

スーパーカクテル導入後は、一部お取
引先様からはEDIを経由して自動で受注
処理がなされるようになり、こうした入力
作業が大幅に減りました。原材料の仕入
に関しても、注文書の発行や仕入入力の
業務を簡素化。おかげで、約30％の工数
の削減に成功しました。この点だけを見
ても、以前より確実に業務効率が上がっ
ています」（堀内氏）

こうした工数削減に加え、受注や売掛
金、在庫の管理においても、スーパーカク
テル導入の効果が現れているのだとか。

「従来は月末に集計を行い、月次の実
績をまとめる形だったため、『月の途中で
売上の経過を見たい』という場合の対応

が難しい部分がありました。スーパーカ
クテル導入により、リアルタイムで状況を
確認できるように。受注状況もシステム
に反映されるので、生産管理や在庫管理
の面でも効率化が進んでいると考えてい
ます」（堀内氏）。

欲しいデータを簡単に出力し、資料
作成がスムーズに　旧システムで
負担だった法令対応への不安がな
くなった

堀内氏はさらに、データ活用のしやす
さの面でも、スーパーカクテル導入のメ
リットを感じていると話します。

「データが2次利用しやすいように出
力できるのは嬉しいですね。今までのシ
ステムでは、例えば売上などのデータが
丸ごとExcelで出力されて、そのファイル
を開いて編集しなければなりませんでし
た。スーパーカクテルなら、画面上で出力
したい項目を指定して、自分が使いやす
いように入れ替えたりもできる。やり方さ
え覚えれば、誰が出力しても、用途に応じ
た資料を簡単に作成できるので、すごく
便利ですね」

また、従来のシステム運用で負担に
なっていた法令対応についても、安心感
を持っているといいます。
「スーパーカクテルには、さまざまな法

改正への対応もパッケージに入っている
ので、こちらが1から10まで調べなくて
も、システムに反映してもらえます。今後
新しい法律が施行されるとしても、対応
の負担が少ないのはありがたいです」（堀
内氏）

　今後の展望
今後はハンディターミナル導入で
出荷業務も効率化　スパカクは、
汎用性・拡張性を備えたERP

同社では今後、出荷業務の効率化のた
め、2024年秋にハンディターミナル導入
を計画しています。
「これまで、トレースやロット管理は

基本的に紙ベースでした。ハンディでス
キャンすることでミスを防げますし、スー
パーカクテルにデータをダイレクトに連
携できるようになります。懸案在庫など
の調査や分析もしやすくなると考えてい
ます。

ITSには今までもすごく良くしてもらっ
たので、本当に感謝しています。これか
らも長くお世話になるので、引き続きサ
ポートや提案をしてもらえたらありがた
いです」

そう微笑む堀内氏に、スーパーカクテ
ル導入を検討している企業へのメッセー
ジをいただきました。

「当社は年間20数億円ほどの売上規
模で、決して大きな会社ではありません。
導入検討時は、スーパーカクテルは『身
の丈に合っていないのでは』と思いまし
たが、ITSは、私たちのような中小企業に
対しても誠実に、きめ細やかに対応して
くれました。導入の選択は、間違ってい
なかったと今でも思います。ERPに『長
期的に安定して稼働するか』『汎用性や
拡張性があるか』を重視されるのであれ
ば、スーパーカクテルをおすすめしたい
ですね」

システム構成

取締役管理部長　堀内 利員氏

販売管理業務
受注

売上／納品書

生産管理業務
販売・生産計画
製造指示／完成

購買業務
発注／発注書

仕入

請求売掛業務
請求／請求書
入金／売掛管理

トレーサビリティ管理
製品原料の
トレース

支払買掛業務

支払／買掛

在庫管理業務

入庫／出庫
移動／棚卸

マスタ管理業務
商品／製品構成
得意先／仕入先
各種マスタ管理

EDI／
Master

物流業務
入出荷

専用伝票発行
送り状

統計業務

販売統計／予算
購買・在庫統計

商
社

通
販
シ
ス
テ
ム※

「
通
販
天
国
」

基幹システム（スーパーカクテル販売／生産管理）

※通販天国は2023年3月よりfun orderに名称が変更になりました
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はじめに
突然だが、あなたは下記の文章の空欄にどのような言葉
を入れるだろうか。

全国の消費者1000人に、思い浮かぶ言葉を自由に入れ
てもらった。
結果は、表１に示したとおりだ。もっとも多くあがった単語
は、「美味しい」である。
以下、「食事」「グルメ」「料理・ご飯」など、食に関する単語
がベスト10のうち５つもランクインしている。
観光や地域のブランドづくりにおいて、「食」がいかに大切
なのかを示す結果だ。食の振興と観光の振興には、密接な
関係がある。今回は、食を活用した観光のブランドづくりに
ついて検討しよう。

ブランド力のある地域は「美味しい」
もう一度、前掲の表１をみてみよう。7位、8位、9位には、

「京都」「北海道」「沖縄」がランクインしている。この３地域
のブランド力の高さを示す結果だ。

では、「京都」「北海道」「沖縄」といったブランド力の高い
地域を訪れた観光客は、それぞれの地域に対して、どのよう
な印象を抱いたのだろうか。
これを確認するため、「京都」「北海道」「沖縄」での旅行を
記述したブログを分析してみた。ブログは、消費者の気持ち
を反映しているはずだ。
具体的には、それぞれの「地名」と「旅行」という言葉が含

まれているブログを収集し、どのような単語が多く書かれて
いるのかを分析した。消費者の気持ちをみるために、「形容
詞」を抽出している。

結果は、表２に示したとおりである。
驚くことに、これら3地域の旅のブログに出てくる上位3位
の形容詞すべてに、「美味しい」という言葉が入っている。こ
の結果から分かるのは、ブランド力の高い地域は、「美味し
さ」を観光客に提供しているということである。

海外が認識する「日本の強み」は何か
海外からのインバウンド観光においても、「食」は武器に
なるのだろうか。海外の消費者に、日本の「強み」を聞いてみ
た。対象とした地域は、「アメリカ」「イギリス」「オーストラリア」
「シンガポール」の4ヵ国である。

中小食品メーカーのマーケティング戦略

第16回：「食」による地域のブランドづくり
静岡県立大学 経営情報学部 教授・学長補佐・地域経営研究センター長 博士（農業経済学）。
専攻は、マーケティング。とくに、地域や中小企業に関するマーケティングを主な研究テーマとし
ている。
これらの業績により、日本観光研究学会賞、日本地域学会賞、世界緑茶協会 学術研究大賞、財団
法人商工総合研究所 中小企業研究奨励賞などを受賞。
著書に、「地域引力を生み出す 観光ブランドの教科書（日本観光研究学会観光著作賞）」「農業の
マーケティング教科書：食と農のおいしいつなぎかた」「小さな会社を強くするブランドづくりの教
科書」「引き算する勇気：会社を強くする逆転発想」（いずれも日本経済新聞出版社）などがある。
公職は、静岡県地域づくりアドバイザー、中小企業診断士国家試験委員、世界緑茶協会世界緑茶
コンテスト審査委員、静岡市商工振興審議会会長など多数。

連載コラム

静岡県立大学
経営情報学部
教授

岩崎 邦彦氏

執筆者

観光地　＋　「　　　　　　　　　」　＝　満足

順位 キーワード 出現頻度 順位 キーワード 出現頻度

1 美味しい 141 6 食べ物・食 43

2 食事 126 7 京都 42

3 温泉 102 8 北海道 34

4 グルメ 77 9 沖縄 33

5 料理・ご飯 53 10 景色 20

表１：観光地 ＋ 「　　　　　」 ＝ 満足

出所）「地域引力を生み出す 観光ブランドの教科書」

京都 ＋ 旅行 北海道 ＋ 旅行 沖縄 ＋ 旅行

順位 形容詞 順位 形容詞 順位 形容詞

1 良い 1 良い 1 楽しい

2 楽しい 2 美味しい 2 良い

3 美味しい 3 楽しい 3 美味しい

表２：旅行ブログの頻出形容詞ランキング（京都、北海道、沖縄）

出所）「地域引力を生み出す 観光ブランドの教科書」
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具体的には、下記の文章の空欄に、自由に単語を入れて
もらった。

結果は、表３に示したとおりである。
日本の強みとして挙がってきた言葉の出現頻度ベスト3が
共通している。「culture」「people」「food」だ。いずれの国
も、「food」が含まれている。外国人観光客を引きつけるため
に、「食」がいかに重要なのかを示す結果だろう。

「食のまち」で、ブランド力が生まれるか
　ここまで、観光における「食」の重要性をみてきた。では、
各地域が、「食のまち」といったプロモーションをすれば、地
域のブランド力は強くなるのだろうか。
　そのような単純な話ではない。検索サイトを利用して、「食
のまち」を検索したところ、なんと、4億6千万件もヒットした。
全国には「食のまち」を標榜する地域がいたるところにある。
まさに、「ジャングル」だ。「食のまち」を訴求したとしても、ほ
とんどの地域は、どこかに埋もれてしまうだろう。
　単に「食のまち」と聞いたときに、心の中にイメージが浮か
ぶだろうか。おそらく、浮かばない。イメージが浮かばなけれ
ば、選ばれない。たとえば、次のようなプロモーションをして

も、おそらくうまくいかないはずだ。
「この地域では、さまざまな味を楽しむことができます」
「生産される食材の種類が、たくさんあります」

　「さまざまな味」「食材の種類がたくさん」と聞いても、具体
的なイメージが浮かばないからだ。消費者に「食」でイメー
ジを浮かべてもらうためには、「この地域なら〇〇」といった、
その地域“ならではの食”が不可欠である。

「ならではの食」との出会いの場を増やそう
　「食」による観光地のブランドづくりで大切な条件をもう一
つあげよう。それは、「出会いの場」づくりである。
　「地域で生産量が多い食材をブランド化しよう」という話
を聞くことが多い。だが、生産量が多いだけでは、ブランドづ
くりはうまくいかない。
　地域の食を活用したブランドづくりは、食材の「生産量」の
多さではなく、その地域ならではの食との「出会いの場」の多
さが重要になる。
　だが、日本の各地には、生産量が多いにも関わらず、その
食材との「出会いの場」が少ないという課題を抱える地域が
多い。

おわりに
食による地域のブランドづくりには、「モノづくり」を超えた

「出会いの場づくり」が欠かせない。こう考えると、食による
地域のブランドづくりは、農業者や食品製造業だけではうま
くいかないことがわかる。
ブランドづくりにおいては、一次産業（農業など）、二次産業

（製造業）、三次産業（小売業、飲食業、宿泊業など）を含め
た地域産業の連携が不可欠である。
食による地域のブランドは、生産（モノづくり）と飲食サー
ビス（コトづくり）の“掛け算”によって生まれることを、あらた
めて認識する必要があるだろう。
地域資源を掛け算した食と地域のブランドづくりが各地
で進むことを期待したい。

中小食品メーカーのマーケティング戦略

引用文献：
岩崎邦彦

「地域引力を生み出す 観光ブランドの教科書」
（日本経済新聞出版社）

日本の強みは、  である。

順位 アメリカ人 イギリス人 オーストラリア人 シンガポール人

1 culture culture culture culture

2 people people food food

3 food food people people

表３：海外の消費者が考える「日本の強み」
−　日本の強みは、〇〇である　−

出所）「地域引力を生み出す 観光ブランドの教科書」
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1月1日の能登半島地震から半年が過ぎました。私はちょ
うど帰省で金沢に帰っており、今まで経験したことのな
い大きな揺れを体感致しました。幸い実家に被害はな
かったのですが、いまだに能登の復興が進んでいない
ニュースを見て心を痛めております。岩崎先生のコラム
で地域+「食」の話題がありましたが、能登・金沢にもおい
しい食べ物がたくさんあります。ぜひ皆様には石川のお
いしい食材を楽しみながら復興支援のお手伝いを頂け
ればと思います。
(S.F)

最近、近所に異なるタイプのスポーツジムが増えたの
で、興味本位で2か所に通い始めました。一つはプール
付きの万人向けジム、もう一つは筋肉系ユーチューバー
経営の24時間ジムです。顧客層や設備、利用時間帯の
違いがありますね。24時間ジムではマッチョな方々がト
レーニングし、万人向けジムでは50代以上の方が多い
です。店舗が乱立するなか、どの様なジムが勝ち残るの
か、そして私の身体は鍛えられるのか、絶賛挑戦中です。
（S.M）

編集後記

2024年7月発行

【企画・発行】
株式会社内田洋行　事業企画部
株式会社内田洋行ITソリューションズ　企画部

【制作・デザイン】
株式会社デジタル・アド・サービス

株式会社内田洋行
〒135-0016　東京都江東区東陽2-3-25　住生興和東陽町ビル
TEL：03-6659-7083
https://www.uchida.co.jp/cocktail/

株式会社内田洋行ITソリューションズ
〒135-0034　東京都江東区永代1-14-5　永代ダイヤビルディング
TEL：03-6773-7788
https://food.uchida-it.co.jp
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